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０４．０４  

 

その責めに帰することができない理由に

よる期間徒過後の救済について  

 

 

１．その責めに帰することができない理由による期間徒過後の救済規定  

特許法等においては、次に掲げる手続に関し、「その責めに帰することができ

ない理由」による期間徒過後の救済規定が設けられている。  

（１）  発明の新規性喪失の例外規定の適用を受けるための証明書の提出（特３０

条４項※ 1、意４条４項）  

（２）  パリ条約による優先権主張に係る優先権証明書類等の提出（特４３条８項
※ 2）  

（３）  特許出願の分割（特４４条７項 ※ 1 ）  

（４）  実用新案登録出願又は意匠登録出願から特許出願への変更（特４６条５項） 

（５）実用新案登録に基づく特許出願（特４６条の２第３項）  

（６）特許権の存続期間の延長登録出願（特６７条の２第３項括弧書、特６７条

の５第３項（改正前特６７条の２第３項 注 １）、特施令３条ただし書（改正前特

施令３条ただし書 注 1））  

（７）特許法第６７条の６第１項（改正前特６７条の２の２第１項 注 1）の規定に

よる書面の提出（特６７条の６第４項（改正前特６７条の２の２第４項 注 1）） 

（８）特許（登録）料の納付（特１０８条４項、実３２条４項、意４３条４項、

商４１条４項、４１条の２第４項、６５条の８第５項）  

（９）既納の特許（登録）料の返還請求（特１１１条３項 ※ 3、実３４条３項、商

４２条３項、商６５条の１０第３項）  

（１０）割増特許（登録）料の免除（特１１２条２項、実３３条２項、意４４条

２項、商４３条１項から３項）  

（１１）拒絶査定不服審判の請求（特１２１条２項、意４６条２項、商４４条２

項）  

（１２）再審の請求（特１７３条２項※ 4）  

（１３）出願審査の請求の手数料又は過誤納の手数料の返還請求（特１９５条１

３項※ 5、実５４条の２第１２項、意６７条９項、商７６条９項）  

（１４）実用新案登録の明細書等の訂正（実１４条の２第６項）  

（１５）実用新案登録無効審判請求の取下げ（実３９条の２第５項）  

（１６）参加申請手数料の返還に係る参加申請の取下げ（実５４条の２第６項）  

（１７）補正却下決定不服審判の請求（意４７条２項において準用する意４６条

２項、商４５条２項において準用する商４４条２項）  

（１８）意匠法第６０条の６第１項の規定により意匠登録出願とみなされた国際

出願（以下「国際意匠登録出願」という。）に係る個別指定手数料の返還請求

（意６０条の２２第３項）  
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（１９）商標出願時の特例の規定による証明書の提出（商９条４項）  

（２０）国際登録の取消し後の商標登録出願（商６８条の３２第６項）  

（２１）マドリッド協定議定書の廃棄後の商標登録出願（商６８条の３３第２項

で準用する商６８条の３２第６項）  

（２２）国際特許出願における発明の新規性喪失の例外規定の適用を受けるため

の証明書の提出（特施規３８条の６の３※ 6）  

（２３）国際特許出願又は特許法第１８４条の２０第１項の申出をする場合にお

けるパリ条約による優先権主張に係る優先権証明書類等の提出（特施規３８

条の１４第１項※ 7）  

（２４）国際意匠登録出願における意匠の新規性喪失の例外規定の適用を受ける

ための証明書の提出（意施規１条の２）  

（２５）回復手数料の免除（特別表第１１号中欄括弧書、実別表第７号中欄括弧

書、意別表第３号中欄括弧書、商別表第５号中欄括弧書）（→０４．０５

「１．」、「５．」）  

なお、特許法等においては、「その責めに帰することができない理由」によ

る期間徒過後の救済規定のほかに、「故意によるものでないこと」による期間

徒過後の救済規定が設けられている（→０４．０５）。  

２．救済されるための要件  

救済が認められるためには、以下の二つの要件が満たされていることが必要

である。  

（１）手続をすることができる期間（以下「所定の期間」という。）内に手続をす

ることができなかったことについて、出願人、権利者、申請者又はその代理

人（以下「出願人等」という。）の「責めに帰することができない理由」があ

ること  

（２）所定の期間内にすることができなかった手続を救済手続期間内にすること  

なお、上記（１）の「出願人等の責めに帰することができない理由」とは、

「天災地変のような客観的な理由にもとづいて手続をすることができない場合」
注 2のほか、「通常の注意力を有する当事者が通常期待される注意を尽くしてもな

お避けることができないと認められる事由」注 3をいうものと解されている。  

３．救済を受けるための手続  

（１）救済手続期間  

ア．上記１．（１）、（３）から（５）まで、（８）、（９）、（１１）から（２１）

まで及び（２３）の手続の場合  

その責めに帰することができない理由がなくなった日から１４日（在外

者にあっては、２月）以内で所定の期間の経過後６月以内である（特３０

条４項 ※ 1 、４４条７項 ※ 1 、４６条５項、４６条の２第３項、１０８条４

項、１１１条３項 ※ 3 、１２１条２項、１７３条２項 ※ 4  、１９５条１３項 ※

5 、実１４条の２第６項、３２条４項、３４条３項、３９条の２第５項、５

４条の２第６項、１２項、意４条４項、４３条４項、４６条２項 ※ 8、６０

条の２２第３項、６７条９項、商９条４項、４１条４項、４１条の２第４
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項、４２条３項、４４条２項 ※ 9、６５条の８第５項、６５条の１０第３項、

６８条の３２第６項 ※ 10、７６条９項、特施規３８条の１４第１項）。  

イ．上記１．（２）の手続の場合  

パリ条約又はパリ条約の例による優先権主張に係る優先権証明書類等を、

当該書類を発行すべき政府による当該書類の発行に関する事務の遅延によ

り、提出することができなかった場合、その者が当該書類を入手した日か

ら１月（在外者にあっては２月）以内である（特施規２７条の３の３第６

項１号※ 11、商施規７条の２第３項１号）。  

上記以外の場合、パリ条約又はパリ条約の例による優先権主張に係る優

先権証明書類等又は特許法第４３条第５項に規定する書面を提出すること

ができなかった理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては２月）

以内で所定の期間の経過後６月以内である（特施規２７条の３の３第６項

２号 ※ 1 1、商施規７条の２第３項２号）。  

ウ．上記１．（６）の手続の場合  

特許権の存続期間の延長登録出願の場合は、その責めに帰することがで

きない理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては、２月）を経過

する日までの期間（特許法第６７条第２項の延長登録出願においては設定

登録の日、特許法第６７条第４項の延長登録出願においては特許法施行令

第２条（改正前特許法施行令第２条 注 １）に規定する処分を受けた日からそ

の理由がなくなった日までの期間が９月を超えるときは、９月）である（特

６７条の２第３項括弧書、特６７条の５第３項（改正前特６７条の２第３

項注 １）、特施令３条ただし書（改正前特施令３条ただし書 注 １））。  

エ．上記１．（７）の手続の場合  

特許法第６７条の６第１項（改正前特許法第６７条の２の２第１項 注 １）

の規定による書面の提出は、その責めに帰することができない理由がなく

なった日から１４日（在外者にあっては、１月）以内で同条第１項に規定

する日（特許権の存続期間の満了前６月の前日）の後２月以内である（特

第６７条の６第４項（改正前特６７条の２の２第４項 注 １））。  

オ．上記１．（１０）の手続の場合  

次に掲げる「 a.特許（登録）料の納付の期間又は納付の猶予の期間」の

経過後６月以内又は「 b.故意によるものでないことによる期間徒過後の救

済期間」内である（特１１２条２項、実３３条２項、意４４条２項、商４

３条１項から３項）。  

ａ．特許（登録）料の納付の期間又は納付の猶予の期間  

ⅰ）特許法第１０８条第２項に規定する期間  

ⅱ）特許法第１０９条又は第１０９条の２に規定する納付の猶予後の

期間  

ⅲ）実用新案法第３２条第２項に規定する期間  

ⅳ）実用新案法第３２条の２に規定する納付の猶予後の期間  

ⅴ）意匠法第４３条第２項に規定する期間  
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ⅵ）商標法第２０条第２項、第４１条の２第５項又は第８項に規定す

る期間  

ｂ . 故意によるものでないことによる期間徒過後の救済期間  

ⅰ）特許法第１１２条の２第１項（特施規６９条の２第１項）に規定

する期間  

ⅱ）実用新案法第３３条の２第１項に規定する期間  

ⅲ）意匠法第４４条の２第１項に規定する期間  

ⅳ）商標法第２１条第１項（商施規１０条３項）又は第４１条の３第

１項（商施規１８条の２第１項）に規定する期間  

カ．上記１．（２２）の手続の場合  

国際特許出願における発明の新規性喪失の例外適用を受ける際の証明書

提出の場合は、その責めに帰することができない理由がなくなった日から

１４日（在外者にあっては、２月）を経過する日までの期間（当該期間が

国内処理基準時の属する日後７月を超えるときは、７月）である（特１８

４条の１４、特施規３８条の６の３ ※ 6）。  

キ . 上記１．（２４）の手続の場合  

国際意匠登録出願における意匠の新規性喪失の例外規定を受ける際の

証明書提出の場合は、その責めに帰することができない理由がなくなった

日から１４日（在外者にあっては、２月）を経過する日までの期間（当該

期間が国際公表があった日後７月を超えるときは、７月）である（意６０

条の７第１項、意施規１条の２）。  

ク . 上記１．（２５）の手続の場合  

回復手数料の免除の場合は、故意によるものでないことによる期間徒過

後の救済期間内（→０４．０５「３．」）  

なお、上記ア．からク．までの救済手続期間は、延長することができず、

附加期間を定めることもできない。  

（２）手続の方法  

上記（１）の救済手続期間内に、所定の期間を徒過した手続を行う。その

際、上申書又は手続書面に設けた【その他】欄（以下「上申書等」という。）

において、当該手続をすることができなかった理由が「出願人等の責めに帰

することができない理由」に該当することを具体的かつ十分に記載し、その

記載した事実を裏付ける証拠書類 注 ４を提出しなければならない。ただし、そ

の記載した事実を裏付ける証拠書類は、特許庁長官がその添付の必要がない

と認めるときは、添付を要さない。  

ア．上記（１）イ．の手続の場合   

パリ条約又はパリ条約の例による優先権主張に係る優先権証明書類等

を、当該書類を発行すべき政府による当該書類の発行に関する事務の遅延

により、提出することができなかった場合については、方式審査便覧２８．

２１「優先権証明書類等発行事務の遅延による提出期間徒過に関する取扱

い」により手続をする。  
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イ．上記（１）オ．の手続の免除  

割増特許（登録）料の免除の手続の場合については、上申書等は特許（登

録）料納付書の提出と同時に提出しなければならず（特施規６９条４項、

実施規２１条３項、意施規１８条３項、商施規１８条８項）、証拠書類は上

記手続をした日から２月以内に提出しなければならない（特施規６９条５

項、実施規２１条４項、意施規１８条４項、商施規１８条９項）。  

ウ . 上記１．（２５）の手続の場合  

回復手数料の免除の手続の場合については、上申書等は回復理由書の提

出と同時に提出しなければならず（特施規２５条の７第８項、２７条の４

の２第６項 ※ 12、３１条の２第７項、３８条の２第５項 ※ 1 3、３８条の６の

２第６項 ※ 1 4、３８条の１４第５項 ※ 1 5、６９条の２第４項、実施規２１条

の４第３項、意施規１８条の６第３項、商施規２条１２項、１０条６項、

１８条の２第４項、２０条５項）、証拠書類は上記手続をした日から２月以

内に提出しなければならない（特施規２５条の７第９項、２７条の４の２

第７項※ 1 2、３１条の２第８項、３８条の２第６項 ※ 1 3、３８条の６の２第

７項※ 14、３８条の１４第６項 ※ 1 5、６９条の２第５項、実施規２１条の４

第４項、意施規１８条の６第４項、商施規２条１３項、１０条７項、１８

条の２第５項、２０条６項）。  

 

４．救済の認否の判断  

期間徒過後の手続が要件を満たすものか否かの判断は、上申書等の記載に基   

づき、特許庁長官又は審判長により行われる。  

（１）救済が認められる場合  

上申書等の記載に基づき、救済の要件を満たすものと判断した場合には、

期間徒過後の手続は許容され、手続をした者に対し、救済が認められた旨の

通知書が送付される。ただし、１．（１０）の割増特許（登録）料の免除の場

合は、年金領収書（割増特許（登録）料を免除した額面のもの）の送付をも

って通知書に代える。  

（２）  救済が認められない場合  

上申書等の記載に基づき、救済の要件を満たさないと判断した場合には、

手続をした者に対し、期間徒過後の手続について、救済の要件を満たさない

と判断した理由を記載した却下理由通知 注 ５が送付され、弁明する機会が与

えられる。特許庁長官は、当該弁明を踏まえて、救済の認否を判断し、救済

が認められないと判断したときは、期間徒過後の手続について出願却下又は

手続却下 注 ５する。ただし、１．（１０）の割増特許（登録）料の免除の場合

は年金補充指令を送付することで、不足額の補充及び弁明の機会が与えられ

る。特許庁長官は、当該弁明を踏まえて、救済の認否を判断し、救済が認め

られないと判断したときは、特許（登録）料納付書を手続却下する（ただ

し、不足額が納付されているときは年金領収書（割増特許（登録）料を含む

額面のもの）を送付する）。１．（１１）の拒絶査定不服審判の請求及び１．
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（１７）の補正却下決定不服審判の請求については、却下理由通知が送付さ

れることなく、審決をもって却下される（特１３５条 ※ 16）。また、１．（２

０）の国際登録の取消し後の商標登録出願及び１．（２１）のマドリッド協

定議定書の廃棄後の商標登録出願については、当該出願は却下されないが、

拒絶の理由が通知される（商６８条の３４第１項）。また、１．（２５）の回

復手数料の免除においては、回復の理由が故意によるものでないと認められ

る場合であって、その責めに帰することができない理由がないと認められる

ときは、回復理由書に手続補正指令を送付することで、手数料の補正又はそ

の責めに帰することができない理由を補足する機会が与えられる。特許庁長

官は、当該補足を踏まえても、その責めに帰することができない理由がない

と認められ、かつ手数料の補正がないときは救済が認められないとして、手

続を却下する。（ただし、手数料の補正がされているときは、故意によるも

のでないと認められた旨の通知書を送付する。）  

 

（改訂令和６・１）  

 

 
※ 1  特３０条４項、特４４条７項：実１１条１項において準用  
※ 2  特４３条８項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項、実１１条１項、意１５

条１項において準用）、特４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１項、商１３条

１項（商６８条１項において準用）において準用）、実１１条１項、意１５条１項、６

０条の１０第２項、商１３条１項（商６８条１項において準用）において準用  
注 1 令和２年３月９日までの出願については、環太平洋パートナーシップ協定の締結及

び環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定の締結に伴う関係法律

の整備に関する法律（平成２８年法律第１０８号）附則第２条の経過措置の規定によ

り、改正前の法令が適用される。  
※ 3  特１１１条３項：意４５条において準用  
※ 4  特１７３条２項：実４５条１項、意５８条１項、商６１条において準用  
※ 5  特１９５条１３項：国際出願法１８条３項、国際出願法施規８２条２項において準

用  
※ 6  特施規３８条の６の３：実施規２３条４項において準用  
※ 7  特施規３８条の１４第１項：実施規２３条７項において準用  
注 2  例えば、「大地震、洪水、豪雨、台風、火災等の災害等」、「公共インフラ、通信等の

障害等」が該当する。  

特許庁編「工業所有権法（産業財産権法）逐条解説」特１２１条〔字句の解釈〕参

照  
注 3  平成２２年９月２２日知的財産高等裁判所判決、平成２２年（行コ）第１０００２

号  
※ 8  意４６条２項：意４７条２項において準用  
※ 9  商４４条２項：商４５条２項において準用  
※ 1 0 商６８条の３２第６項：商６８条の３３第２項において準用  
※ 1 1 特施規２７条の３の３第６項：実施規２３条２項、意施規２条の２第１２項及び１

９条３項において準用  
注 4  証拠書類の例としては、災害に係るり災証明書等の公的な証明書又は疾病等に係る

診断書等の当事者以外の第三者が証明した書類がある。  
※ 1 2  特施規２７条の４の２第６項、７項：特施規２７条の４の２第９項（実施規２３条２
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項、意施規２条の２第１２項及び第１９条３項において準用）、実施規２３条２項、意

施規２条の２第１２項及び１９条３項において準用  
※ 1 3  特施規３８条の２第５項、６項：実施規２３条３項において準用  

※ 1 4  特施規３８条の６の２第６項、７項：実施規２３条４項において準用  

※ 1 5  特施規３８条の１４第５項、６項：特施規３８条の１４第８項、実施規２３条７項に

おいて準用  

注 5  国際出願法又は国際出願法施行規則において準用する特許法第１９５条第１３項の

規定による過誤納返還請求の場合は、却下理由通知及び手続却下の処分書は送付されな

いが、これらに相当する通知書が送付される。  

※ 1 6  特１３５条：実４１条、意５２条、商５６条１項において準用  


